
様式第十号（第四十七条関係）（平20内府令28・一部改正） （表面） 身分証明書第号 官職又は職名 氏名 生年月日 上記の者は、一般社団法人及び一般財団法人に関す 写 る法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に 真関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法 律第128条第1項に規定する立入検査を行う職員であ ることを証明する。 交付日年月日 （年月日まで有効） 発行者名印 （裏面） 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団 法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律抜粋 第128条認可行政庁は、移行法人が次のいずれかに該当すると疑うに足り る相当な理由があるときは、この款の規定の施行に必要な限度において、 移行法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告を求め、又は その職員に、当該移行法人の事務所に立ち入り、その業務若しくは財産の 状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問 させることができる。 一正当な理由がなく、第119条第2項第1号の支出をしないこと。 二各事業年度ごとの第119条第2項第1号の支出が、公益目的支出計画 に定めた支出に比して著しく少ないこと。 三公益目的財産残額に比して当該移行法人の貸借対照表上の純資産額が 著しく少ないにもかかわらず、第125条第1項の変更の認可を受けず、 将来における公益目的支出計画の実施に支障が生ずるおそれがあるこ と。 2前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯 し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも のと解してはならない。 第143条内閣総理大臣は、第128条第1項の規定による権限を委員会に委任 する。 2認可行政庁が都道府県知事である場合には、第128条第1項中「認可行 政庁」とあるのは「第138条第1項に規定する合議制の機関」と、「その職 員」とあるのは「その庶務をつかさどる職員」とする。 （備考）規格は、縦5．4㎝×横8．5㎝とする。  


